
 

 

日本企業による欧州・ドイツ特許戦略：制度比較と実

装ガイド 

エグゼクティブサマリー 

ドイツは欧州における特許権行使の最重要地盤である。欧州全域で提起される特許訴訟の約70%がド

イツで行われるのは、ドイツの侵害訴訟が他国より迅速（約1年～1.5年）かつ特許権者に有利な法的

枠組みを有するためである。一方、欧州統一特許制度（UPC）が2023年6月に発効し、統一効特許と統

一特許裁判所による一元的紛争解決が可能になった。日本企業がドイツ・欧州で効果的な特許戦略を

構築するには、両制度の根本的な違いを理解し、出願ルート選択、権利化タイミング、訴訟リスク管

理を統合的に設計する必要がある。 

 

I. 制度基盤の根本的差異 

1.1 訴訟構造：「二訴訟制度」が日本と全く異なる 

ドイツ特許訴訟の最大の特徴は、侵害訴訟と無効訴訟が完全に分離される二訴訟制度である。これは

日本のダブルトラック制度と根本的に異なる。[1][2] 

ドイツ（分離原則）: 

• 侵害訴訟：地方裁判所（民事裁判所）が判断。特許の有効性を判断しない[3][2] 

• 無効訴訟：連邦特許裁判所（行政的司法機関）が判断 

• 法律問題上訴：BGH（連邦通常裁判所）が最終判断[3] 

日本（ダブルトラック）: 

• 侵害訴訟で有効性も判断される。1992年キルビー事件最高裁判決で分離原則から決別[2] 



この違いの結果、ドイツでは侵害訴訟で差止が認められた後に、別途の無効訴訟で特許が無効とされ

るリスクが存在した。この「ダブルトラック問題」に対応するため、2022年ドイツ特許法改正によ

り、無効訴訟の被告（特許権者）は訴状送達から6ヶ月以内に連邦特許裁判所が特許有効性に関する

「暫定見解」を提示することとされ、侵害訴訟の迅速化と有効性の予見可能性が向上した。[4][5] 

1.2 出願・審査言語と翻訳要件 

欧州特許庁（EPO）とドイツ特許商標庁（DPMA）の言語要件は、権利化コストに直結する重要事項で

ある。 

項目 EPC直接出願 ドイツ直接出願 

出願言語 英語・仏語・独語から選択[6] ドイツ語のみ 

登録時翻

訳 
指定国ごとに翻訳（ドイツ：クレーム部分のみ≈50,

000円）[7] 
明細書・クレーム・要約全部翻訳必須（≈50-150万

円+）[8][7] 

手続き言

語 
出願言語と一致、補正は出願言語で[6] ドイツ語（拒絶理由通知等も全てドイツ語）[8] 

 

ドイツ直接出願は庁費用が安いが、全文ドイツ語翻訳と手続き全体の翻訳費用により、総コストはEP

C出願と同等かそれ以上になる場合が多い。[8] 

1.3 クレーム形式要件の厳格性 

欧州（EPC）は日本とは異なり、同一カテゴリーに複数の独立クレームを含むことが原則禁止され

る。[9][10] 

EPC規則43(2)：1カテゴリー1独立クレーム原則[9] 

• 製品、方法、装置、用途の各カテゴリーにつき、原則1つの独立クレームのみ許可 

• 単一性要件と関連した拒絶が高リスク 

この規定に違反すると、EPC規則62a通知が発行され、調査対象の独立クレームを選択しなければなら

ず、選択外のクレームは分割出願でのみ権利化可能になる。また選択外クレームの特徴を後補正で追

加することは通常許されない。[10] 



対策：EPC出願では、出願段階から1カテゴリー1独立クレームの原則を厳守し、広い権利範囲の必要

性がある場合は、分割戦略で対応することが標準となっている。[10] 

 

II. 出願・権利化ルートの選択戦略 

2.1 3つの主要ルートの比較 

日本企業がドイツ・欧州で権利化する際の主な経路： 

ルート 利点 欠点 推奨ケース 

EPC直接

出願 
28国指定可、EPOで集約的審査、翻訳

期限まで指定国選択可能、移行31ヶ

月[11] 

庁費用高額（出願料210€+調査1,520€+審

査1,915€）、1カテゴリー1独立クレーム

厳格 

複数国で広く権利

化、高品質クレーム

必要 

ドイツ

直接出

願 

庁費用低廉（出願料40€、審査請求35

0€）、審査期間設定可能[12] 
全文ドイツ語翻訳必須、審査遅い（5-6

年）、ドイツ語手続き 
ドイツ集中戦略、ド

イツ市場重点 

PCT出願 30ヶ月の国内段階選択期間、移行国

を後で柔軟に選択可能 
国別の庁費用二重払い、各国ルート選択

に複雑性 
技術トレンド不確定

時の権利化遅延 

 

コスト概算（日本→欧州）: 

• EPC出願→ドイツ有効化：庁費用4,000-6,000€ + 翻訳料50,000-100,000円[7] 

• ドイツ直接出願：庁費用600€ + 翻訳料500,000-1,000,000円以上 

2.2 実用新案戦略の活用 

ドイツ実用新案制度は、日本の発明者戦略と大きく異なる利点を提供する。[13][14] 

ドイツ実用新案の特性： 

• 保護対象：方法・プロセス除外、物・装置・用途のみ[13] 

• 登録要件：方式審査のみ、新規性・進歩性の実体審査なし[13] 

• 保護期間：10年、維持年金なし[14] 



• 出願料：40€（電子30€）、調査報告250€[12][14] 

• グレースピリオド：出願人自身の公開・使用について6ヶ月[15][13] 

日本との根本的違い：ドイツでは特許と実用新案で同一発明の同時権利化が可能だが、日本特許法39

条は禁止している。[15][13] 

推奨戦略：競合製品の実装形態が不透明な場合、先にドイツ実用新案を登録し、7年の審査請求期間

を活用して競合実施形態を確認した上で、クレーム補正を伴う特許審査請求を行う。この方法によ

り、市場情報に基づいた権利化が可能になる。[1] 

2.3 分割出願・分岐出願の戦略的活用 

EPC出願でのクレーム形式厳格化への対応として、分割戦略が必須になっている。[16] 

分割出願の実務： 

• EPC規則36改正（2010年4月1日以降）：分割出願の提出時期に制限が導入[17] 

• 従来：親出願がEPOに係属していれば常時可能 

• 現在：親出願からの分割タイミングに制限あり（ガイドラインF-IV参照） 

分割による権利化の自由度確保：1カテゴリー1独立クレーム原則に違反した出願では、分割により選

択外クレームを独立した出願として権利化できる。[10] 

 

III. 審査・権利化プロセスの実務的相違 

3.1 審査期間と出願戦略への影響 

EPOとドイツの審査期間は大きく異なり、事業戦略に影響する。 

EPO出願: 

• 調査報告発行：出願後12-16ヶ月程度 

• 拒絶理由通知から登録まで：通常3-5年[11] 

• 異議申立期間：特許公告から9ヶ月（EPC第99条）[18] 



ドイツ出願: 

• 審査請求から初回拒絶理由通知まで：3-7年（平均5-6年と報告）[19][20] 

• オフィスアクション間隔：時に3年～7年に及ぶケースあり[19] 

• 早期審査（Beschleunigungsantrag）：費用無料で申請可能、ライセンス交渉中等の理由で認定

されれば、申請から3ヶ月以内にオフィスアクション取得[21] 

ドイツの審査遅延に対応するため、**Early Processing（Vorzeitige Bearbeitung）**制度が重要。

PCT国内段階でドイツに移行する際、願書に「早期処理希望」を記載すれば、移行期限満了を待たず

に審査開始が可能。[20] 

3.2 新規性・進歩性基準の差異 

ドイツ特許庁はEPOより厳格な審査基準を適用するケースが複数ある。これは同じ発明でも国によっ

て権利化難度が異なることを意味する。[22] 

差異例1：方法クレームの用途限定 

• ドイツ特許庁：用途限定は単なる事例・文脈（context）と解釈。工程が同じならば、異なる用

途であっても新規性がないと判断[22] 

• EPO：用途限定をステップ構成の一部と解釈。公知技術と工程が同じでも用途が異なれば新規性

ありと判定の可能性高い 

差異例2：数値範囲発明 

• ドイツ特許庁：先行例より狭い数値範囲について、一律新規性なしと判断[22] 

• EPO：選択発明として新規性・進歩性を認定する場合あり（ガイドラインG-VI, 8）[22] 

実務的含意：ドイツで権利化に苦戦する場合、EPOで異議なく登録されている出願のドイツ直接出願

が、より低い審査品質の可能性。このため、ポートフォリオバランスとしてEPC中心戦略が有利な場

合が多い。 

3.3 拒絶理由対応期間 

EPOとドイツの応答期間も異なり、案件進行に影響する。 

EPO：拒絶理由通知への応答期間は原則2ヶ月、最大6ヶ月延長可能[17] 



ドイツ：応答期間は通常4ヶ月、審査官が追加時間が必要と判断した場合は最大12ヶ月延長可能。精

査すべき文献が膨大な場合や追加実験要求の場合に適用[23] 

 

IV. 訴訟リスク・権利行使戦略 

4.1 ドイツ侵害訴訟の実践的優位性 

ドイツが欧州特許訴訟の中心地である理由は、特許権者に有利な法的・実務的環境にある。[1] 

侵害訴訟の特徴： 

• 迅速性：第一審で約1年～1.5年で判決（欧州他国比3倍以上迅速）[5][18] 

• 特許の有効性推定：特許は有効と推定され、被告が異議を主張しない限り、差止請求が容易に

認められる[1] 

• 差止の実行迅速性：差止判決から執行までの期間が他国より短い[1] 

• 専門裁判所：特許侵害訴訟を専門とする州地方裁判所が存在（デュッセルドルフ地方裁判所が

最大規模）[24] 

2022年改正による改善：差止請求の相当性要件が明確化。特段の事情がない限り、差止請求権が認容

される法的枠組みが強化された。[5] 

4.2 ドイツでの権利行使が「事実上の欧州戦略」になる理由 

ドイツで特許を抑えると、事実上欧州全域で製品実施が困難になる場合が多い。[1] 

理由： 

1. 流通一元化：ドイツと欧州他国で製品仕様を変更すると、製造流通に不利 

2. 事実上の欧州特許化：ドイツでの差止により、欧州全体での流通が遮断される場合が大部分 

3. 実務的戦略：欧州での権利化はドイツを最優先に、他国の有効化は二次的な位置付け[1] 

このため、欧州特許を複数国で有効化する場合でも、ドイツでの侵害訴訟可能性を最高リスクとして

想定し、訴訟準備（技術調査、侵害立証準備）を集中させることが標準戦略である。 



4.3 二訴訟制度下の無効防御戦略 

ドイツの分離原則により、侵害訴訟で差止が認められても、別途の無効訴訟で特許が無効とされるリ

スクが存在する。[4][5] 

2022年改正の効果： 

• 被告が無効訴訟を提起した場合、連邦特許裁判所が訴状送達から6ヶ月以内に暫定見解を提示[5] 

• 侵害裁判所がこの暫定見解を参照可能に[5] 

• 侵害訴訟の仮執行停止が可能に（特許有効性の判断待ちが可能化）[5] 

戦略的含意：被告が無効反訴を提起する場合、侵害訴訟は迅速に進行しつつ、有効性に関する判断は

無効訴訟に統合される仕組みができた。この改正により、侵害訴訟での差止と有効性判断のズレが大

幅に軽減された。 

 

V. 欧州統一特許制度（UPC）への対応戦略 

5.1 単一効特許と統一特許裁判所の発効（2023年6月1日） 

欧州特許制度は2023年6月1日、統一特許裁判所協定（UPCA）の発効により根本的に変わった。[25][26] 

単一効特許（Unitary Patent）の特性： 

• 従来型欧州特許と異なり、EPC加盟国内のUPC批准国（現在17国）で自動的に単一の権利として

機能[26][27] 

• 出願・審査：EPC経由（EPO）、登録決定から1ヶ月以内に単一効特許請求[28] 

• 年金：一本化、EPOへの一括納付[29] 

• 訴訟：統一特許裁判所（UPC）の専属管轄[25] 

統一特許裁判所（UPC）の構成： 

• 中央部：本部パリ、支部ミュンヘン・ルクセンブルク[26] 

• 複数地方部（各批准国が設置可能） 

• 控訴裁判所（ルクセンブルク）[26] 



5.2 セントラルアタックリスクとオプトアウト戦略 

単一効特許の最大デメリットは、1訴訟で複数国の特許が同時に失効するリスク（セントラルアタッ

ク）である。[25] 

リスク：UPCに提起された無効訴訟で特許が無効とされると、UPC批准国全域で一度に失効[27][25] 

オプトアウト制度：従来型欧州特許は、UPCの管轄から除外（オプトアウト）を申請可能。サンライ

ズ期間（2022年春-2025年）内に、または継続中の国内訴訟が存在する場合、オプトアウト申請が認

められる。[30][31] 

2024年11月判決による変化：欧州統一特許裁判所控訴裁判所判決により、2023年6月1日以前に国内訴

訟が提起されている場合、その訴訟終結後もオプトアウト撤回（再びUPCの管轄に移行）が可能とな

った。[30] 

戦略的含意： 

• 弱い特許：オプトアウトにより、従来型欧州特許として国ごと個別訴訟で対応可能に（リスク

分散）[31] 

• 強い特許：UPC選択により、複数国を単一訴訟で効率的に防御・行使可能[31] 

• ハイブリッド戦略：UPC以外の国（英国、スイス等）での国内特許と組み合わせることで、高度

な防御戦略が可能[31] 

 

VI. 維持年金・長期保有コスト 

6.1 維持年金コスト比較 

EPC出願とドイツ直接出願では、維持年金体系が大きく異なり、長期保有戦略に影響する。 

EPO維持年金（2024年4月1日改定）：[32][33] 

年度 新料金 旧料金 値上幅 

3年度 690€ 530€ +30.2% 

4年度 845€ 660€ +28.0% 



5年度 1,000€ 925€ +8.1% 

6年度 1,155€ 1,180€ -2.1% 

7-9年度 1,310-1,620€ - - 

 

ドイツ特許維持年金：[34] 

年度 料金 

3年度 70€ 

4-5年度 70-100€ 

10年度 300-800€ 

20年度 2,030€（1年分） 

 

特に3-4年度の維持年金が急上昇する傾向があり、長期保有の判断タイミングがEPC出願で重要にな

る。[33] 

6.2 複数国有効化時の年金戦略 

EPC出願で複数国指定した場合、登録後の有効化（validation）により、各国別に年金納付義務が発

生する。[6] 

戦略： 

• 登録直後に全国で有効化せず、重要市場（ドイツ、フランス、英国等）に限定 

• 市場動向に応じて段階的に有効化国を追加 

この柔軟性がEPC出願の大きな利点である。 

 

VII. 日本企業のための実装ガイドラインと推奨戦略 

7.1 企業規模・事業形態別の推奨戦略 

大規模企業（複数国でのマスプロダクション）： 



1. 基本戦略：EPC直接出願（28国指定）+ ドイツ特許に基づく訴訟準備 

2. 理由：複数国の同時権利化、翻訳期限の柔軟性、統一審査の品質確保 

3. クレーム設計：1カテゴリー1独立クレーム厳格実行、広い権利は分割で確保 

4. 訴訟準備：ドイツでの差止可能性に基づいた侵害立証体制構築 

中堅企業（ドイツ+限定的多国）： 

1. 第一段階：ドイツ直接出願 + EPC出願の並行出願も検討 

2. 理由：ドイツ市場集中時の費用削減、EPC併行で将来の拡張性確保 

3. 実用新案活用：先にドイツ実用新案登録、7年の審査請求期間で市場調査 

4. UPC対応：オプトアウト検討、ドイツ国内訴訟の継続可能性確保 

スタートアップ・特定技術分野： 

1. 初期段階：PCT出願（優先権確保、国別判断を30ヶ月に遅延） 

2. 移行戦略：市場動向に基づきドイツ、EPC、UPを段階的に選択 

3. 実用新案戦略：低リスク保護としてドイツ実用新案先行 

7.2 出願クレーム設計の実務的ポイント 

EPC出願の必須要件：[9][10] 

• 1つのカテゴリーに1つの独立クレームのみ 

• 従属クレームで多様な限定を記載 

• 広い権利範囲が必要な場合は、出願当初から分割戦略を念頭に 

ドイツ直接出願の注意点： 

• 日本同様の複数独立クレーム可能だが、EPC調和により徐々に規制強化傾向 

• 翻訳段階での補正制限に注意（ドイツ語翻訳時に大幅補正は困難） 

7.3 異議・無効対応の先制戦略 

EPOでの異議申立対応（期限：特許公告から9ヶ月）：[18] 



• 業界内での潜在的異議申立者の特定 

• 異議リスクが高い場合、自発的な予備的補正の検討 

• 異議部での論争が長期化する可能性を想定 

ドイツでの無効訴訟対応：[35] 

• EPO異議申立手続中の無効訴訟提起は制限（ドイツ特許法81条2項） 

• ただし、EPOがクレーム範囲に関する「最終決定」をした後は、ドイツでの無効訴訟提起が可能

に（2022年連邦最高裁判決）[35] 

• 2022年改正により、無効訴訟中の暫定見解が侵害訴訟に影響を与え始め、全体的な予見可能性

向上 

7.4 UPC対応の判断フレームワーク 

新規出願または既存欧州特許の単一効特許選択時の判断基準： 

単一効特許選択が適切な場合： 

• 技術が堅牢で、無効訴訟リスクが低い 

• 複数国での同時訴訟効率性を重視 

• 欧州全体で市場支配的地位の確立目指す 

従来型欧州特許+オプトアウトが適切な場合： 

• 技術の進化が速く、将来的無効リスクが不確定 

• ドイツでの侵害訴訟に集中し、他国は防御的 

• リスク分散を重視 

 

VIII. 結論と優先実行項目 

8.1 日本企業が直面する重要課題 



1. 出願言語・翻訳コスト：ドイツ直接出願の低庁費は、翻訳費用で相殺される。複数国戦略ではE

PC出願が総コストで優位 

2. 審査期間の長期化：ドイツは平均5-6年。権利化タイミングの不確実性が事業計画に影響 

3. 二訴訟制度への適応：侵害訴訟と無効訴訟の分離は、日本式の一体的紛争解決とは全く異なる

訴訟戦略を要求 

4. UPC発効の戦略転換：単一効特許選択とオプトアウト判断により、ポートフォリオ戦略が複雑化 

8.2 優先実行項目 

短期（出願段階）： 

1. EPC規則43(2)に適合した厳格なクレーム設計を徹底 

2. PCT国際段階で英語出願し、30ヶ月の国内段階選択を最大活用 

3. ドイツ市場特化の場合は、ドイツ直接出願 + EPC並行の並行戦略検討 

中期（権利化段階）： 

1. EPO異議申立期限9ヶ月前から異議公開情報の継続監視 

2. ドイツでの権利化に基づき、侵害立証体制（技術調査、侵害分析）を先制構築 

3. 実用新案戦略の活用（先行登録 → 7年審査請求期間の活用） 

長期（訴訟・運営段階）： 

1. ドイツ侵害訴訟を欧州展開の中心に据えた訴訟戦略設計 

2. 既存欧州特許のUPC対応判断（オプトアウト/オプトイン）を2025年までに完了 

3. 無効訴訟での連邦特許裁判所の暫定見解に基づいた侵害訴訟の柔軟な対応 

これらの施策を統合的に実行することで、日本企業はドイツ・欧州市場での特許戦略を最適化し、実

質的な権利行使能力を獲得することが可能となる。 
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